　（レジュメ　ウェブアクセシビリティ推進協会）
■テーマ　障害者権利条約の批准と障害者政策の今後
明石市福祉総務課障害者施策担当課長
（前内閣府障害者制度改革担当室政策企画調査官）　
金　　政　玉（きむじょんおく）
　１．条約批准までの主な経過
・2006年12月　 障害者権利条約が第61回国連総会において採択
・2007年 ９月　 日本政府による障害者権利条約への署名
・2009年12月   障がい者制度改革推進本部（閣議決定）と障がい者制度改革推進会議の設置（推進本部決定）
・2010年 ６月　「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」
【閣議決定】（資料①「概要」参照）
＜改革の三つの横断的課題＞
　　　　　　　　　(１)障害者基本法の改正と改革の推進体制
　　　　　　　　　(２)「障害者総合福祉法」(仮称)の制定
　　　　　　　　　(３)障害を理由とする差別の禁止に関する法律の制定
・2011年７月　　障害者基本法の改正
・2012年６月　　障害者総合支援法の成立
・2013年６月　　障害者差別解消法の成立
　　　　　　　　 障害者雇用促進法の改正
· 同年 ９月　  新「障害者基本計画」の閣議決定
・2014年1月２０日　政府として条約の批准書を国連に寄託し、締約国になる。
· 同年 ２月１９日　国内における条約の発効（資料②「概要」参照）
　２．三つの横断的課題の主な成果と課題
（１）障害者基本法の改正（資料③「概要」参照）
　＜成果＞
○総則関係（第１章）では、
・目的（第1条）に「全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」ことが明記された。
　　　・障害者の定義（第２条）に「その他の心身の機能の障害がある者」とする文言が入り、「障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とされた。
・同じく定義事項として「社会的障壁」が明記され、「障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。」とされた。
　　　・地域社会における共生等（第３条）、差別の禁止（第４条）、国際的協調（第５条）が基本的原則として位置づけられた。
とくに、第３条（３項）では「言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること」とされ、第４条(２項）では「社会的障壁の除去」について、「その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。」ことが明記された。
○基本的施策（第２章）関係では、
・教育（第16条）で「可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、」が明記された。
　　　・情報の利用におけるバリアフリー化等（第22条）で、障害者が情報を取得し利用する場合には、「その意思を表示し、並びに他人との意思疎通を図ることができるようにする」ことと、「障害者の意思疎通を仲介する者の養成及び派遣等が図られるよう必要な施策を講じなければならない。」ことが明記された。
　・相談等（第23条）で、「障害者の意思決定の支援に配慮しつつ、障害者及びその家族その他の関係者に対する相談業務等」が、「適切に行われ又は広く利用されるようにしなければならない。」ことが明記された。
　・新設の条文として、防災及び防犯(第26条)、消費者としての障害者の保護(第27条)、選挙等における配慮(第28条)、司法手続における配慮等（第29条)、国際協力(第30条)が加えられた。
　　○障害者政策委員会等（第４章の第32～35条）では、
　　　・障害者基本計画の策定に関する調査審議・意見具申、同基本計画の実施状況の監視、勧告等が明記された。
　　　・地方における審議会その他の合議制の機関（第36条）では、従来の地方障害者施策推進協議会を改組し、その所掌事務に障害者に関する施策の実施状況の監視を追加した。
【課題】
　　○障害者政策員会と地方における審議会その他の合議制の機関による施策の実施状況に対する監視と勧告権限が適切に行使できるかどうか。
（２）障害者総合支援法（資料④「概要」参照）

（３）障害者差別解消法（資料⑤「広報用リーフレットP.1～P.4」参照）

（４）新「障害者基本計画」
（別紙⑥「概要」と、抜粋資料⑦「６.情報アクセシビリティ」参照）

　３．障害者政策の今後
（１）障害者権利条約の第３３条（国内における実施及び監視）に関連して
●　条約第３３条２項では、「自国の法律上及び行政上の制度に従い、この条約の実施を促進し、保護し、及び監視するための枠組み（適当な場合には、一又は二以上の独立した仕組みを含む。）を自国内において維持し、強化し、指定し、又は設置する。」と明記されている。
●　国内では、障害者政策委員会において、促進（障害に関する理解・啓発と施策の推進）、保護（差別や虐待からの救済）に関する監視（障害者基本計画等の施策の実施状況に対するモニタリング）を実施する。

【外務大臣答弁（2013年12月3日　参議院外交防衛委員会議事録から）】

	○国務大臣（岸田文雄君）この中央連絡先の役割ですが、国連の説明によりますと、障害者の人権の尊重が確保されるよう戦略や政策を見直すこと、また関連法令を立案、修正し、見直すこと、そして国の定期的な報告の準備を調整すること等とされております。我が国におきましては、外務省総合外交政策局人権人道課、そして内閣府政策統括官共生社会政策担当付参事官障害者施策担当、この二つがこれに当たると考えております。締結に当たっては、国連にその旨通報することになると考えます。

○国務大臣（岸田文雄君） まず、本条約上、条約の実施の促進とは、啓発等を通じて本条約の趣旨の実現を推進すること等であると解されます。そして、保護とは、本条約に定めた障害者の権利の確保や救済を図ることであると解されます。また、監視は、本条約の実施状況を調査し、必要に応じて勧告等を行うことであると解されます。

こうした条約の実施を監視することの一環として行われる勧告の内容には、必要に応じて法制度の整備に係る提案も含まれ得ると考えております。


　

　●  監視において、必要があると認める場合には、関係大臣に勧告を行う。

  ●  関係大臣は、勧告に関する検討の結果を公表しなければならない。

（２）　条約の第３４条（障害者の権利に関する委員会）に関連して
●　条約上の国際的モニタリング機関である「障害者の権利に関する委員会」（第３４条）に、日本政府が提出する「政府報告」（批准後は２年以内、その後は４年に１回の提出が義務づけられる。）に政策委員会による勧告の内容を最大限反映させる。

●「政府報告」の不十分な点等に対して、具体的な検証に基づいた提言（カウンターレポート）を障害者団体が大きくまとまって提出し、その結果、同委員会から提起された日本政府に対する「懸念」「勧告」を当該施策にの見直しを通じて適切に履行できるようにする。
●上記の取組みを効果的に積み重ねていくことによって、障害者の権利に根差したインクルーシブな、障害の有無にかかわらず共生できる社会を実現していくことが期待される。
以上
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